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4.引 揚者労働力 の雇用 と失業

ご　　ラ

引揚 者 の合 計 は1950年9月 に於 て942万 に及 び,大 凡 西 ドイ ツ住 民5人 に1人

の割 合であ り,彼 等が敗戦 と共 に無一物 とな って荒廃 した西 ドイ ツ内に流 入 し

た のであ るか ら,彼 等 の戦後 西 ドイ ツの社会政策及 び労働市場 に対 して及ぼ し

た影響 は実 に深甚 な ものがあ った。 ここでは彼等 の労 働市場 に及ぼ した影 響に

限 定 して 論 じた い。

既 に述べた如 く,彼 等 は労働 力の地域的不均衡の最 大の原因で あ り,1950年

よ り始 ま った 朝 鮮 ブ ームに も取 り残 され て い た 。 しか し既 に1950年 当初 か ら大

巾な住宅建築は進捗 してお り,加 ふ るに全国的な職業紹 介制 度 も確 立 し,次 第

(26)第 二 次 大 戦 後 外 地 よ り西 ドイ ッ領 域 内 に流 入 した ドィ ッ人 引揚 者(Flachtlinge)

は大 別 す る と二 つ に 分 け られ る。

1.Heimatvertriebene。 「ドイ ツ外 地 よ りの 引 揚 者 』 と云 は れ る もので,1939年9

月1日 以 前 に ドイ ツ四 ケ 国 占領 地 域 以 外 の 地 域 に 在 住 して い た ドイ ツ人 の 引 揚 者

を 指 し,1950年 迄 に 西 ドイ ツ領 域 内 に約780万 流 入 してお る。

2.FluechtlingeausSowjetzone。 「ソヴ ィ エ ト占領 地 区 よ りの 避 難 民 』。1949年 以

降 同 占領 地 区 よ り西 ドイ ツ領 域 内 に 流 入 した ドイ ツ人 で あ つ て,1950年 迄 に 約137

万 で あつ た が,そ の 後 引続 き増 加 し,1954年 に は 約230万 に 及 ん で お る。

この 論 文 で は 上述 の1.及 び2.を 含 め た 広 い 意 味 で 『引 揚 者 』(Flttchtlinge)を 用 ひ る。

な ほ 西 ドイ ツの 文 献 に 於 て も1.及 び2。 の 表現 が統 一 され て お らな い 。 例 へ ばDeu・

tschlandHeute,1959.S.49.で は1.をVertriebene,更 に2をZugewanderte

と表 現 して お る。
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に これ ら偏在 してゐ る労働力 も1953年 ～54年 辺 りか ら流 動性 を得 て,工 業 諸州

への移住が大巾に可能 にな った。 これ ら引揚者が労働市場 に果 した役割 は,低

廉 で,且 つ全体 として見て比較 的若い労働力が 西 ドイ ツ労働 市場 に豊富 に供給

され,各 種不熟 練労働 の供給 源にな った といふ ことに求め られ るであろ う。彼

等 の可成 りの部分 は,引 揚 以前農業 に従事 していて,西 ドイ ツ内に於 て再 び以

前の職 業 を見 出す こ とは極 めて困難 であ り,従 って転職を余 儀な くされ,原 住民

が 容易に就業 したが らない低賃金不熟練職種一 繊 維業・建 築業 ・採石業 等に広

汎に見 られ る一 に敢へ て多数就業 したのであ った。勿論彼等の中には前歴が

農業 でな く工業一 特に手工業一 であ った者 も可成 り存在 して,彼 等は 『引

揚者企業』(Fluechtlingsbetriebe)を 西 ドイ ツで設立 し,自己 の以前 の技能及び

職業 を再 び生かす こ とが 出来 たのであ るが,し か し全体の比 重か らすれ ば,こ

の部分 は余 り大 きい とは云ひ得な い。 引揚者及 び避難民労働 力は,全 体 と して

長時間労働 を厭 はず,悪 い労働条件を厭はず,そ して低賃金 を厭はない労働力

であ った。従 って彼等 も,婦 人労働 力 と同 じや うに,西 ドイ ツ労働経済を活気

付け ると同時 に安定的た らしめた一 特に朝鮮 ブ ーム期 に於て一 一大要 因 と

して考へ られ るべ きであ る。以下 これ らの諸点を詳細 に考察 して見たい。

引揚者 労働力 は,原 住民に 比較 して 見て,総 体 として 原住民 のそれ よ り若

い。(第 十九表)即 ち,特 に15才 以下 の少年 層の比 重が 原住民 よ りも可成 り高

第十九表 西 ドイ ツ原住民及 び引揚者の人 口構成(1949年)

15才 以 下

遮 住 民」避 難 民

23・3}26・ ・

15才 ～34才 迄 の 男 子

15才 ～34才 迄 の 婦 人

35才 ～64才 迄 の 男 子

35才 ～64才 迄 の 婦 人

65才 以 上

12.2

14.9

17.8

22.3

9.5

14.6

15.8

16.6

20.1

6.9

100.0 100.0

註BundesministeriumfuerVertriebene,DieEing】iederungder

F]uechtlingeindiedeutscheGemeinschaftBonn,1951.S.159
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く65才 以上の老齢者 の比重 も,引 揚者の方が 原住 民 よ り遙か に低 い。更に15才

よ り34才 迄の若年年齢 層の比重 も,男 子 ・婦人いつれ を問 はず,引 揚者 の方が

原住 民 よ りも大 きいのであ る。 このや うに原住民に比 して引揚者 の年齢構成が

若 い といふ ことは,1950～55年 の期 間に於て よ りも55年 以降の労働力不足 の時

期 に於 て,新 規労働 力の相対的増加 をもた らす と云ふ意味 に於 て労働市場 とっ

て大 きな意義が あ った。即 ちあ る推計 に よれば,老 人層が 少 く,少 年屠が多 い

引揚 者人 口に於 ては,生 産年齢人 口か らの脱 落者が少 く,生 産年齢人 口に新 ら

し く加は る満15才 の少年労 働者 の数が多 く,従 って1954～59年 に於ては,引 揚

者 の方が,こ の差 引の生産年齢 人 口純増 加数 に於 て原住民 よ り遙 かに高 く,そ
くヨわ

の割合で いふ と,原 住民 よ りも約40%程 高 い といふ。従 って引揚者人 口の流 入

は1955年 以降労働力不足が顕 著 になった西 ドイ ツ労働市場 に対 し可成 り労 働力

緩 和の役割 を果 した と云ひ得 る。

次に この引揚者労働力が 引揚 以前郷里に於 て,如 何な る産業に属 して ゐたか

を調べ ると,大 凡就業者の%強 は農林業,%は 工業 及び手工業,残 り%は 商業
く　 ク

及 び サ ービ ス部 門 に従 事 して ゐ た と云 へ る。之 を1950年 当 時 の 西 ドイ ツの労 働
くゆ ラ

力人 口の産業別分布 と比較 すれば,こ の引揚者労働力は ヨリ多 く農業 に重 点が

置かれてゐた と云へ る。之 は西 ドイ ツの高度 の産業構 造 と,西 ドイ ツをめ ぐる

隣接 諸国及び東 ドイツの よ り低 い産業構造 との差に 由来す るものであ る。

(27)BundesministeriumfuerVertriebene,DieEingliederungderFluechtlinge

indiedeutscheGemeinschaft.Bonn,1951.S.160.(以 下SonneReport)と

略 称 す る 。)

(28)Bayern州,Niedersachsen州,Nordrhein-Westfalen州,に お け る 引 揚 者 労

働 力 の 引 揚 以 前 の 就 業 を 産 業 分 類 で 見 る と 次 の 如 く で あ る 。(SonneRePort,S.

234,S.254.S.258.)

Bayern州 Niedersachsen州 N.-Westfalen州

1,000 % 1,000 % 1,000 %

農 林 業 328 34.9 318 40.3 220 39.6
一 一

工業及手工業 371 39.4 245 3Ll 176 31.6

133 14.1 114 14.4 81 14.6商 業及 交 通一 一 寵 噂,一一 一

そ の 他 109 11.6 ユ12 14.2 79 14.2

総 計 942 100 789 100 556 ユ00

(29)1950年 の 西 ドイ ツ労 働 力人 口 は農 林 業 に22.2%,工 業 及 び手 工 業 に43.5%分 布

して い た 。Sozialtaschenbuch,a.a.0.S.24.
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さて,こ の引揚者労働 力が1950年 当時如何な る就業状態にあ ったかに就 いて

は,今 迄の叙述でほ 父明 らか にな ってお ると思ふ ので詳細にのべず,た だ有業

率及び失業 についはて若干附言 してお きたい と思 ふ。1950年9月 に於け る調査

に よれ ば,引 揚者 の有業率 は42.7%で あ るのに対 し,原 住民のそれは46.3%で

あ って,引 揚者の有業 率は原住民 よ りも3.6%低 いのであ る。 引揚者労働力の

年齢 構成 が原住民 よ りも若いのに拘 らず,か くの如 く引揚者の有業率が反 って

低い と云ふ ことは,即 ち引揚者 に於 ては原住民 よ りも就業機会 を得 ることの可

能性 に就 いて悲観 的であ ったた め,積 極的に求職活動 を しなか った こ とに基い

てお り,換 言すれば之 は引揚者 の中には可成 りの潜在的失業 が存在 してゐた こ
く　 　

とを物 語 るに他 な らな い。 この登 録 せ ざる失業 をSonne-Reportは 上 述 の有 業

率 の 差 異か ら約35万 人 と推 定 して お る。1950年9月 に於 け る引揚 者 の登 録失 業

者 は46万 人 で あ って之 と合計 す れ ば,引 揚 老 に 於 け る失 業 者 は 合 計81万 とな

る。1950年9月 西 ドイ ツ全 体 の登 録 失 業 者 は127万 で あ るが,こ の うち 原住 民

だけ の失 業 者 は,上 述 の127万 人 か ら引揚 者 の登 録失 業 者46万 人 を 差 ひ い た残

り81万 人 とな り,従 って1950年 当時 引揚 者 内 の失 業 者 総 数 と原住 民 のそ れ とは
ゆわ

丁 度 等 しか った こ とに な る。 更 に これ らの 失業 の 他 に,既 に就 業 して お りなが

ら,引 揚 後転 業 を余 儀 な くされ,従 来 の 技 能 及 び 経 験 を 生か す こ とが 出来 な い

い は ば 『仮 装 され た失 業 』(disguisedunemployment)と も称 すべ き 状 態 にあ

る就 業 者 も可 成 りの数 に及 び,之 をSonne・Reportは,引 揚 者 就業 労 働 力 の約
く　 ラ

15%と 推定 した。 引揚者労働力総数 は1950年9月 当時約400万 人であ り,就 業

労 働力 は354万 人であ るか ら,こ の種 の半失業 の状態 にあ る労働 者数 は50万 程

度 と推定 して差支へ ない。

以上 の推計か らすれ ば,1950年 当時 引揚者労働 力の中には,失 業 及び半失業

を も含めて全体 として約130万 の労働者 が,正 常な就業状態か ら程遠 い状態 に

あ った と云へ る。之 は引揚者労働 力総数400万 との比率 で考へて見 る と約3人

に1人 はかxる 状態 にあ った こ とにな り,如 何に1950年 当時 引揚 者労働 力の就

(30)Sonne-Report,a.a.0.S.19。

(31)Sonne。Report,a.a.0.S.90.

(32)Sonne-Report,a.a.0.S.176、
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業状態が 劣悪であ ったかを明示す るものであ る。

さて,かxる 大量失業を抱 へてゐた引揚者労働力 も,朝 鮮 ブ ーム下 に於 て,

急速 に工 業 諸 州 に吸収 され るに到 った。 勿論1955年 当時に於 て も,避 難 民

労働 力におけ る 失 業 率 は 原 住 民 よ りもなほ高か った のであ り,そ の こ とは

失業率が,地 域的 に見て,引 揚者 の多い農業 諸州に多 い ことに示 され てゐ るの

であ るが(第 六表参 照),し か しなが ら1954-55年 当時 には既 に良質の労 働力

は就業 し,失 業者全体 に於 て,地 域 を問はず,老 齢そ の他の理 由で職業 紹介の

容 易で ない ものの比率が次第 に多 くな ってゐたのであ る。以下1950年 ～55年 の

期 間,400万 に及ぶ 引揚者労 働力が労働市場 に如何 な る役割 を果 したか を検 討

す ることにす る。

始 めに引揚者人 口の変 化を見 ると,第 廿表 の如 くであ る。

第廿表 引揚 者及び避難 民の分布(単 位1,000)

ll95・ 年9月13日1ユ957年12月31日1増 減

・。 ド棚 地よ り1農 業 諸 州1

の引揚者数1そ の他の諸州

計

3238.7

7876.4

4637.714057.2580.5
5091.5

9148.7

1-
十1852.8

+ユ272.3
【

2ま磁 豊騒繹藩ll1

計

728.7

826.4

1555.1

2092.3

3028.9

936.61+207.9

i+、265
.9

十1473.8

1・2の合計 離 撚
5366.4

4065.1

9431.5

4993.8

7183.8

12177.6

●

-372 .6

「-3118.7

÷2746.1

註1.農 業 諸州 はNiedersachsen,Bayern,Schleswig・Holsteinの 三 州 を指す 。

註2.TaschenbuchfuerdieWirtschaft,1959,Tab.5.

第 廿 表 に ょれ ぽ1950年9月 よ り1957年12月 迄 に 引 揚 者 の 総 計 は943万 人 か ら

1218万 人 に 増 加 して お る 。 農 業 諸 州 に 於 て は 総 体 と して 約37万 人 減 少 し て お る

の に 対 し,他 の 諸 州 で は 約312万 増 加 して お る。 こ こ で 注 目 さ れ る の は,第 一

に は 農 業 諸 州 に 於 け る 引 揚 者 人 口が 意 外 に 減 少 し な か った こ とで あ る。37万 と

い ふ 数 は 決 して 多 い と は い は れ な い 。 従 っ て 労 働 力 の地 域 的 不 均 衡 は1957年 当

時 に 於 て も十 全 に 解 決 され た と は 決 して 云 へ な い や うに 思 は れ る 。 しか し他 面
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農業 諸州以外の諸州での引揚者 の増 加総数が300万 以上 に及 んで お り,引 揚者

の 農業 諸州 とそ の他諸州に於け る分布比率が1950年 に於ては前者56.9%,後 者

43.1%で あ ったのに対 し1957年 には41%,59.0%と な って農業 諸州 の比 重が 可

戒 り減 少 を示 してお るのであ って,地 域的不均衡の問題は この面か ら見 る限 り

可成 りの進歩 を見た と云え るであ ろ う。第二 には ソヴイエ ト地 区か らの避難 民

数 は1950年 以降 もそ の数 が毎年増 加 してお るが,彼 等は殆ん どが 避難 民州を避

け て,工 業諸州に赴 いて お り,農 業 諸州では僅か21万 の増加で あ るのに対 し,

他の諸 州では127万 の増加を示 してお る。 この ことは ソヴイエ ト地 区か らの避

難民に対す る職業紹介が,1950年 以降は全国的な見地 に立ち,合 理 的に運営 さ

れ てお ることを物語 ると云へ る。

次に 引揚者労働 力の就業 構造を見 る と,第 廿一表 の如 くで あ る。 この表は 引

揚 者569万 人の就業構 造を引揚以前 と1955年 前後 とに於て比較 した ものであ っ

て ∫ これか ら次の点が 引揚者 の就業構 造の変化 に関聯 して読み取 り得 るであ ろ

う。

第廿一表 避 難民就業 者の就業構 造(%)
}

避難時における 1954/55年 に お

比率 ける比率
職業別に見たる就業者

1.農 林 業 29.0 6.8

2/3.工 業 及 び 手 工 業 28.3 50.3

4.工 学 技 術 2.7 3.1

5.交 通 及 商 業 16.5 16.2

6.家 政 及 衛 生 5.8 8.0

7.行 政 及 法 律 10.8 8.7

8。 教 育 及 文 化 2.9 2.6

9.職 業 不 定 4.2 4.3

合 計1・ ・…}・ ・…

従業上の地位 よ り見たる就業者

自 営 業 主 18.3 6.3

家 族 従 業 者 15.0 9.3

雇 用 者
166・7

92.4

合 計1・ ・。・・11・ …

DeutschlandHeute1959.S.58.
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1.職 業 別 に見 て,『 農 林業 』 部 門が 大 部 分 『工 業 及 び手 工 業』部 門 に転 業 した

こ とで あ る。 引揚 時29%を 占め て ゐた 同部 門 は1954-55年 に於 ては 僅 か6 .8

%に 減 少 し,之 に反 して 『工 業 及 び手 工 業 』 部 門は,28.3%か ら50.3%に 迄

に 増 加 して お る。他 の職 業 部 門で はそ の比 率 に大 差 が な い 故,こ の 両部 門の

間 で のみ 転 業 が 生 じた と云 へ る。 換 言す れ ぽ 農 林業 労 働 者 はそ の%程 度 を 除

い て 全部 が 『工 業 及 び手 工 業 』 部 門 に転 業 した ので あ る。

2.上 述 の こ とを裏 付 け る こ とに な るが,従 業 上 の地 位 に も著 しい変 化 が 見 ら

れ,自 営 業 主 及 び家 族 従業 者 の比 重 は 引揚 前33.3%で あ った ものが,7.6%

程 度 に激 減 し,雇 用 者 が92.4%を 占め るに 至 った の で あ る。

これ ら『工業及 び手工業』部 門の就業者 は,一一部 は後述す るが如 き引揚者企業

を設立 して企業 経営 を直接 行ふか或ひは雇用せ られたが,大 部分 は西 ドイ ツ餅

来 の企業 に雇用 され た。既 にのべ た如 く,引 揚者労働 力は大部分が不熟練労働

力 として,労 働集約的企業 に雇用せ られたのであ って,第 二十二表 に見 られ る如

く,ガ ラス工業,繊 維 工業,採 石,建 設業 に於 て引揚 者の 占め る比率 は,他 産業部

門 よ り著 し く高い のであ る。 これ らの諸産業 は原住民の余 り好 まない部 門で あ

第廿二表 主要産業に於いて引揚者労働力の

占める割合とその週賃金

産 業 分 類 圖 蓉者の暢 釧 週穆 騰

1.石 炭 業 10 74.80

2.印 刷 業 11 71.OO

3.化 学 工 業 12 60.70

4.皮 革 工 業 13 59.40

5.建 設 業 22 6L60

6.採 石 業 24 59.20

7.ガ ラ ス 工 業 24 57.90

8.繊 維 工 業 32 48.50

9・ 楽 器 及 玩 具 工 業 34 45.OO

註1.BundesministeriumfuerVertriebene,VertriebeneFluechtlinge

KriegsgefangeneHeimatloseAuslaender1949--1952,(Bonn1953)S.33.

註2。 賃 金 は1950年3月 の も の,労 働 力 の 比 率 は1949年7月 占 領 軍 地 区 の 統 計 に よ

る 。
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るため勢い引揚者が多数就業 したのであ る。総 じて引揚者労働 力の転業 は,未

だ に未解決の問題であ り,特 に転業 に伴ふ新技能修得 の課題 は将来解決せ らる

べ きで あ って,1959年 当時で も,新 職業 に十分 適合 し得 た ものは全体 の40%に

くろ　ク

過 ぎず,残 り60%は 十 分な状態 か ら程遠い状態 にあ る とされ てお る。

ここで特 に引揚者労 働力の工業 及び手工業部 門への転入 に関聯 して引揚者企
ゆめ

業(Flttchtlingsbetriebe)セ こ就 いて触 れてお く必要が あ る。 この引揚者企業 と

は,所 有者が引揚老 であ るか,企 業 資本の半分以上が 引揚者 に属 してお る企業

を指す のであ り,1951年 当時 この企業 には引揚者労働 力が約18万 人程度雇用 さ

れてお り,『 工業及 び手 工業 』部 門に雇用 され てお る引揚者労働 力の約10%程

度が この引揚者企業 に属 してゐたや うに思 はれ る。(第 廿三表)

第廿三表 産業別 に見 たる引揚者企業(1951年)

産 業 名 企 業 数i(雇 用 者 数引揚者労働力のみ)

築

び

の

及

械

及

気

品

維

業

繊

建

機

窯

電

食

そ

製

ガ ラ

工

加

服

業

作

ス

学

工

他

1512

499

288

461

246

257

ユ858

57510

23034

13546

11459

9524

6442

60121

註ErichDittrich,DerAufbauderFIUchtlingsindustr;eninder

Bundesrepub】ik,S.334.

産業 別に見 る と,雇 用者 の最 も多 いのはやは り 『繊維及 び衣服』であ り,次

いで 『建 築』及び 『機械製作」が これ についで お る。全体 として見 て雇用者の

%は 消費財産業 に従事 してお り,生 産財産業 には κ程 度にす ぎない。

企業 規模 は,平 均 して一企業当 り,1951年 当時に於 ては36.2人 であ って,中
く　 コ

小企業 乃至手工業が 殆ん どであ る。 しか しここに二 つの傾 向が 認め られ る。即

(33)DeutschlandHeute,1959.S.57.

(34)『 引 揚 者 企 業 』 は ド イ ツ 語 で し ば し ばFltichtlingsbetriebe,或 ひ はVertriebene-

undZugewandertenbetriebeと も 表 現 さ れ て お る 。

(35)ErichDittrich,DerAufbauderFluecht】ingsindustrieninderBundesre-

publik.(Kiel,WeltwirtschaftlichesArchiv,Band67,Heft2,1951.)S.328.



1950年 よ り55年迄の西 ドイツ労働市場(吉 武)'-97一

ち ソヴイエ ト地 区 よ りの避 難 民 に ょ る企 業 は,機 械 製 造,電 気 工 学,光 学,繊

維 等 の 産業 に重 点 が 置 かれ て お るた め,企 業 規 模 は比較 的 大 き く,ソ ヴ イエ ト

地 区か らの避難 民 の企業 は平 均 して89.2人 とな って お る。 之 に対 しEイ ツ外地

よ りの 引揚 者 は,ソ ヴ イエ ト地 区 のそ れ よ りも企 業 規模 は 少 さ く平 均30人 程 度

で あ る。之 は ドイ ツ外 地 の 引揚 者 に よ る企 業 は一 つ には 業 種 が 雑 多 で あ る こと

及 び 資本 調 達 の面 で も ソヴ イエ ト地 区 の避 難 民 よ り恵 まれ て お らな い こ と,更

に は チ エ ッコ よ りの 引揚 者 の多 くは ズ デ ーテ ン ・ドイ ツ系 で あ り,彼 等 は手 工

業 に 特 化 して お り,企 業 規 模 は これ ら ズ デ ーテ ン ・ ドイ ツ系 で は 特 に 少 さ く

28.3人 に な って お る こ とに基 くの で あ る。(ズ デ ーテ ソ ・ドイ ツ系 の手 工 業 の

中 で もGablonz地 方 の手 工 業 は ヨ ー一ロ ッパ に 古 くか ら知 られ て ゐた が,そ の・

ま ニバ イエ ル ンに 移住 した 。)

前 者 印 ち ソヴ イエ ト地 区か らの避 難 民 に 依 る企 業 は,Niedersachsen,Nord・

rhein・Westfalen,Wuertemb〔=g-Badenの 三 州 に多 く見 られ,こ れ らの 州 の企 業

規 模 は従 って 他 州 よ りも遙 か に高 く50～60人 程 度で あ る。 後 者 即 ち ドイ ツ外 地.

よ りの 引揚 者 に 依 る企 業 は,ド イ ツ各州 に見 られ るが,就 中Bayern州 に は特

に 多 い 。

以 上 は1951年 当 時 の 引揚 者 企 業 の状 況 で あ るが,1956年 には企 業 数 は全 部 で
く　 ラ

10.588と な り,雇 用労 働者数 も約45万(原 住民労働力 も若干含む)に 及んで,

1951年 当時の倍 以上に増加 してお る。 これ は 引揚者企業が1950年 以降順 調 に発

展 して来た ことを物語 るものであ ろ う。

か くて引揚者労 働力は,西 ドイ ッに流入 してか ら,そ の可成 りの部分 は農業

か ら工業及び手 工業 に転業 し,主 として不熟 練労働 力 として雇用 され,低 賃 金

業種で長時間の労働 に甘 ん じた。朝鮮 ブ ームと共 に これ らの業種 も多 くの労 働

力 を需要 し,か くて これ らの引揚者労働 力は一部は地 元で雇用 され,多 くは工

業諸州に流 動 し,1955年 頃迄には引揚 者の地域 的偏在 の問題 はほ 父解決 された

と云 って差支へ ない。

(36)StatistischesJahrbuch1958,a.a.0.S.184.
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5.住 宅建築に於ける雇用増加 と労働市場

住宅建築 の促進 は,1950年 以降の西 ドイ ツ経済 に とって,労 働市場 に於け る

最 も困難 な二つ の課 題 を解 くための有効な手段 であ った。1)住 宅建築 に依

る労 働力の流動性 の増大,即 ち農業諸州 に偏在 す る労働 力の工業諸 州への移住 。
くヨア　

2)雇 用政策 としての住宅建 築雇用の促進。

既 に述べ た如 く,住 宅建築 の促進 は,1950年 当初 よ り,朝 鮮ブ ームに乗 った

西 ドイ ッ経済 の生産 力を増強すべ く必ず な されねばな らぬ課 題であ り,工 業諸

州の生産活動が活発 とな り労働力需要が旺盛 であれ ばあ るほ ど,益 々この住宅

建 築は一層促進せ らね ぽな らなか った。そ して この住宅建 築業は,諸 産業 の中

で も特 に雇用効果 の大 きい産業であ り,特 に1950年 当時に於 いては1955年 当時

よ りも建築機 械設備 の不足に基 く生産性 の低下 のた めに,極 めて大 きな雇用効

果 を有 して ゐた ことは疑ひ得 ない。西 ドイツに於 て完全雇用が1955年 に早 くも

達成 した ことの 秘 密の一 つは,こ の 住宅建 築雇用の 加速 度的 増大 に求 めね ば

な らぬ。勿論第二次 大戦末期 の甚大 な破壊 のため,西 ドイ ツの復 興には,単 に住

宅建 築のみで な く,広 く土木建 築活動 一般が著 し くな らざるを得ない し,事 実

『建設業 』(BauwLrtschaft)と 統計 的に分類 され てお る産業部 門の比重は,そ

の雇用めみを 見て も,著 しい 増加 を 示 してお る。 以下 この 住宅建 築を 「建設
ぐ　 ラ

業』 と関聯 させ なが ら分析 を行 って行 きたい。

(37)こ の二 つの課 題 は1950年 当時西 ドイ ツの官民 に充 分意識 せ られて お った。 例 へ

ば1952年 のSonneReportはS,92に 於て明 白に次 の如 く述べ てお る。

「住宅 建設 と労働 力移住計画 の促 進 は,次 の二 つの 見地 よ りして,緊 急不可欠 の も

ので あ る。 即 ち然 るべ き所 に住宅 建設 を行ふ こ とは一つ に は現在 の 大量 失業の 中か

ら20万 人の失業 者に 雇用機 会を与へ る。 二つに は(労 働力の流 動に依 って)西 ドイ

ツ経 済の将来 を 決定 的に左右 す る輸 出産 業を 最大 限 に発 展す る事 を 可能 な ら し め

る。』

(38)現 在 の西 ドィ ッの雇 用失 業統 計で は 住宅 建築 のみに関す る雇 用統計 は 得 ること

が出来 ないが,建 設 業に 関 しては その雇用失 業 を次 の三 つか ら把 握 す るこ とが出来 る。

1.『 建設 ・建設 仕.ヒげ及 び 建設 補助部 門』(Bau-Ausbau・undBauhilfsgewerbe)

之 は西 ドイツ標 準産 業大分 類のAbteilungNr.5.で あ る。

2、 「建設及 び建 設補助部 門』(Bau-undBaunebengewerbe)之 は西 ドイ ツ標準産 業

中分 類のGruppeNr.39.で あ る。

3.『 建設統 計調 査」(Bauberichterstattung)之 か らは建設 主要企業(Bauhauptge-

werbe)の 雇用統計 が得 られ る。従 って住宅 建築雇 用 はこれ ら三 つの統計 か ら推 定

す る以外 に方法 がない と思 はれ る。筆者 は主 と して1)及 び2)の 統 計に よ ・た。ee
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さて,住 宅 建 築 の実 績 及 びそ の雇 用 効 果 を論ず る前 に1950年 以前 に 於 て 西 ド

イ ツの住宅 事 情 が 如 何 で あ った か に 触 れ て見 る必要 が あ る。 既 に拙 稿 で 述 べ た

如 くに,空 爆 に 依 る住 宅 の破 壊 は大 都 市 ・工 業 地 帯 に於 て著 しか った 。 即 ち 都
じ　の

市 地 区(StadtischeKreise)に 於 て は1939年 に約500万 個 の住 宅 が あ った が1948

年 に は330万 個 に減 少 し(約30%の 減 少),之 に 対 し農村 地 区 に ほ1939年 住 宅

は550万 個 あ ったが,約5万 の減 少(約1%oの 減 少)を 見 た にす ぎず,都 市地 区

の損害 は著 しい 。 しか しな が ら この農村 地 帯 に は 多 数 の 引揚 者 の流 入 が あ った

た め,一 戸 当 りの平均 居住 者 数 は都 市地 区 よ りも遙 か に 多 く,例 へ ばNord-

rhein-Westfalen州 で は都 市 地 区 で は 一一戸 当 りの居 住 者 数 は1950年 に於 て平 均
でるの

4.75人 で あ った のに 対 し,農 村 地 区 で は平 均5.92人 で あ った と云 はれ て お る。

然 か も農 業諸 州 に 於 け る引揚 者 の 約40%は,長 屋式 の木 造 バ ラ ッ ク又 は地下 室

に住 んで お った ので あ って,住 宅 の 質 の 面 か ら見 て も農 村 地 区 は 極 め て 劣悪 で

　　 ラ

あ った 。1950年 当時 に お け る住 宅 不 足 数 に就 い て は さ まざ まな 推 計 が な され た

が,Sonne・Repo。rtは 最 少 限250万 個,住 宅 建 設 省 は約400万 ～500万 と見 積 っ
ほヨ　

て お る。

1949年10月 に は連 邦 住 宅 建 設 省 が 設 置 され,住 宅 復 興 に 関 す る要 綱 が 閣議 に

於 い て 承 認 を得,そ れ に基 き1949年12月16日 連 邦議 会 に於 て社 会 住 宅 建設 に 関

す る法案(Dase∫steWohnungsbau・Gesetz)が 可 決 さ れ,か くて1950年 よ り

大 規模 な住宅 建 築 が 実施 せ られ るに 到 った の で あ る。1950年 か ら1956年 迄 の 西

ドイ ツ国 内 に於 け る建 築 実 績 は 第 廿 四 の如 くで あ る。

acな ほ この3種 の統 計 は そ れ ぞ れ 対 象 範 囲 が 異 るが,詳 細 に 就 い て はGalland ,a.

a,0.SS.46--47und。S.286,を 参 照 され た い 。

(39)都 市 地 域(StaedtischeKreise)と は,そ の地 域 の 人 口 の70%以 上 が,人 口1万

入 以 上 の都 市 に 住 ん で い るが 如 き地 域 を指 す 。

(40)Sonne-Report,a、a。0。S.178.

(4■)Sonne-Report,a,a.0.S.176.

(42)Sonne・Report,a.a。0.S。174及 びSozialtaschenbuch,1952.a。a.0.

S.12.な ほSonne-Reportは(S・41),住 宅 一 単 位 を3室42平 方 メー トル(約10坪)

と見 積 り,普 通 これ だ けに 要 す る建 築 費 は15,000D.M。(坪 当 り邦 貨15万 円)だ が

,引 揚 者 用 住 宅 は約8,000マ ル ク(坪 当 り約8万 円)程 度 で建 築 す べ き もの と した 。
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第 廿 四表 住 宅 建 築 実 績(単 位1,000)

年 度 1929 1949 1950
119

51 、95211953 1954 '955i'956

実 績 197 215 360 410 443518
1

543
1

542【559

註1.実 績 の 中 に は 新築 の み で な く,復 旧 。改 築 も含 む

註2.DeutschlandHeute,1959,S.420.

即 ち 第 廿 四 表 に 依れ ば1950年 に は36万 戸,1951年41万 戸 と増 加 し,1956年 に

は約56万 戸 に 及 ん で お る。1950年 よ り1955年 迄 の6ケ 年 に282万 戸建 築 され,

年 平 均 は約47万 であ る。1929年 の住 宅建 築 は19万7千 戸 で あ るか ら,当 時 の

2.8倍 で あ る。 更 には1945年 よ り49年 迄 の5ケ 年 間 実 績 は約50万 戸 と され て お

るか ら,1950年 ～55年 の 間,年 平 均 して,こ の1950年 以前 の5ケ 年 間 に等 しい

だけ の住 宅 建 築 が 毎 年 な され た こ とに な る。 これ は 対岸 の イギ リス に於 て,マ

ク ミラ ソ建 設 相 に 依 って年30万 戸 が 毎 年建 設 され た こ とに比 して も,西 ドイ ツ

に於 け る住 宅 建 築 は そ の量 にお い て 西 欧 諸 外 国 を遙 か に抜 い て ゐ た と云へ

る。地 域 的 に住 宅 建 築 実 績 を 見 て も,工 業 諸 州 に圧 倒 的 に 多 く,Nordrhein-

Westfalen州 とBaden-Wttrtembergの 二 州 だ け で 毎 年 殆 ん ど全建 築 実 績 の

半分 を 占め て お る。(こ の両 州 の 人 口合計 は全 西 ドイ ツ人 口の42%を 占め る)

この こ とは住 宅 建 築 の 目的 の一 つが 労 働 力 の農 村 か ら工 業 地 帯 へ の流 動 を 高 め

や うとす る こ とに あ ったか ら当 然 と云 へ る。

かXる 旺 盛 な住 宅 建 築 が1950年 以 降如 何 な る雇 用効 果 を持 って ゐ た か を分 析

して 見 る必 要 が あ るが,註38で 触 れ た 如 く住宅 建 築 の み に関 す る雇 用 統 計 は存

在 しな いの で,始 め に建 設 業(Bauwirtschaft)と 云 はれ る部 門 の 雇用 統 計 を引

奮用 す る
。建 設 業 に 於 け る需要 活 動 の増 加 は,単 に 建 築業 の み で な く,他 産 業 に

も雇用 増 加 をひ きお こす の で あ り,之 は産 業 連 関 表 に依 って 測 定 し得 る筈 で あ

るが,こ こで は 資料 の都 合 か ら産 業 連 関 的 な 分析 を行 はず,単 に建 設 業 に直接

関 聯 あ る産業 のみ の 雇用 増 加 を引 用 す るに留 め る。第 廿 五表 は 『建 設 ・建 設 仕

ほの

上 げ 及 び 建 設 補 助 部 門 』(Bau・,Ausbau-undBauhilfsgewerbe)と 『建 設 材 料

(43)「 建 設 ・建 設 仕 上 げ及 び建 設 補 助 部 門 』(Bau-,Ausbau-undBauhilfsgewerbe)

は次 の産 業 小 分 類 に 於 け る諸 部 門 を 含 む もので あ る。 蔚
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(44)

産 業 部 門 』(Baustoffindustrie一 之 をま西 ド イ ツ産 業 中 分 類 の 一 部 門 でGrupPe

7/8)の 両 部 門 の 雇用 統 計 で あ る。 之 に 依 る と1949年9月 の両 部 門 の 雇 用者 数

合 計 は142万 で あ ったが,1955年9月 に 於 て は227万 人 とな り,増 加 数 は85万

人 であ り,1949年9月 よ り1955年9月 迄 の全 雇 用 者増 加 数約420万 人(1949年

9月1360万,1955年9月1780万)のY5を 占 め る の で あ る 。1949年9月 よ り1955

年9月 迄の6ケ 年 間に,こ の建築業部 門を除 いた 『工業 及び手工業 』部 門の全

雇用増加は約215万 人であ るのであ るか ら,比 率 に直す と建設業雇用1人 増加

第廿五表 西 ドイ ツに於 け る建 設 関 聯 産 業 に

於 け る雇 用 者 数(単 位1,000)

毎年9月30日 統計

1949

1950

1951

ユ952

1953

1954

1955

府

げ
業
に

上
産
葡
率

仕
助

設
補

建
設

・
建

設
び

建
及

用
比

雇
る

全
す

建 設 材 料 産 業

全雇用者 に おい

1て占める比率

1212

1406

1534

1534

1662

1818

1965

8.9

9.8

9.6

9.9

10.4

11.3

ユ1.O

208

233

244

265

278

291

306

1.5

1.6

1.6

1.7

1.7

1.8

L7

註HandwbrterbuchderSozialwissenschaften,Lieferung14.S.689。

ee16 .

39a.

39b.

39c1.

39d1.

ブ リキ細 工(Klemperei)配 線 配 管 工 事(Bohr-lnstallation)

建 設 々計 及 び測 量(Bau-undArchitekturbueros)

地 上 及 び地 下工 事(Hooh・undTiefbau)

建 設 補 助 部 門(Baunebengewerbe)

煙 突 及 び 媛 炉 工 事(Schornsteingewerbe)

131,000

27,000

1148,000

221,000

7,000

合 計.1534,000

な ほ末 尾 の 数 字 は 各 小 産 業 部 門 の1952年9月30日 に お け る 雇 用 者 の 数字 を 表 した も

の で あ る。(BundesministeriumfuerArbeit,DerAufbauderWirtschaft

WestdeutschlandsinZahlen,Bonn,参 照)

(44)『 建 設 材 料 産 業部 門』(Baustoffindustrie)は 次 の小 産 業部 門 を含 む もの で あ る。

7a土 石 採 取 業(Gew・nnungundBearbeitungvon

}
。。・。。,1、ch。nG。 、・。i。。nu.E,d。n)93・000

7b石 灰 ・石 膏 ・ セ メ ン ト産 業(Kalk・,Gips・undZement-indusirie)39,000

8煉 瓦 ・ ス レ ー ト産 業(Brannt-undFormrteinherstellung)133,000

265,000

末尾 の数字 は1952年9月 末 日にお け る各部 門の雇用者 数 を示 した ものであ る。
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に対 し,他 の建設業 を除 く凡ての工業全部 門の雇用増加は2 .5人 増加す ること

にな る。換言すれ ぽ全工業部 門の雇用増加 の うち3.5人 に1人 は建設業 に向け

られ た こ とにな るのであ る。如 何に1950年 よ り1955年 迄 の西 ドイ ツ経済発展 に

『建 設業 』が大 きな役割 を果 したかが 明 らかに なるであ ろ う。

しか しこの 『建設業 』は,そ の範 囲を,単 に住宅建築 のみで な く,広 く土木

建築一 自動車道路 ・橋梁 ・ダム ・農舎 ・工場一 を含む ものであ るか ら,住

宅建 築活動 を分析 す るためには,こ の 『建 設業』全体 の中で この部分が如何 な

る比 重 を占めてゐ るか を知 る必要があ る。

両 大執期 間中には,住 宅建築は,全 建設活動 のほ 父穐を 占めてゐた と云はれ
ほの

る。特 にナチスが政権 を獲得 してか らは,自 動車専 用道路 ・軍 需工場建設 に多

大 の比 重がかけ られたため,住 宅建築は比較 的閑却 され てゐた。(1929年19万

7千 戸,1936年18万3千 戸)し か しなが ら,戦 後に於ては住宅建築は,全 建設
く　 　

活動の45%～50%の 比重 を占めてお り,戦 前の住宅築 築に比較 して相対的に も

絶対的 に も戦後 の比重は増加 してお る。仮 りに住宅建築 の比重 を50%と すれば

直接住宅建築に従事す る雇用者総数は,1955年 に於て約100万 ～110万 人 と推

定 して も大過 ない と思われ る。

第二次大戦前,ナ チスが世界不況か ら切 り抜け るため雇用政策 として採用 し

た ものが,自 動車専 門道路の建設 を始 め とす る建設業 の振 興 にあ った と云はれ

てお るが,こ こで 『建設業』及び住宅建築 の戦前戦後の比較 を試み ることも無

(45)ミ ユ ンヘン経 済研 究所 「西 独経済 の再建過 程』113頁 参照 。

(46)こ の住宅建 築 の比重 は次 の 全建 設活動 の 総延労 働時 間数の 中で この 住宅建築 の

それが 占め る割合 か ら とった もの で あ る。

建設主 要業(Bauhauptgewerbe)

に於 け る延労 働時 間数(単 位100万 時間)

1949

1950

1951

1952

1953

1954

1955

住宅建築

618.9

843.5

839.6

835.9

1040.9

1119.4

1176.1

肖
設

.
2

部

一
3
。

林

「
13

農

建

109.3

94.6

99.6

87.4

85.8

商工部門
建 設

458.3

424.6

437.4

408.9

424.4

趾 工事1地下工事 除 計
一

396.9

433.4

490.1

554.2

206.7 420.1

1607.3

1810.8

1861.7

ユ898.6

44鐘　Lト」 翅L

84.li530.7196.7

L2179・5

427.32261.6

510.02497.6

註1.StatistischesJahrbuch,1958.S.222'

註2.地 下 工 事(Tiefbau)は 作業 が 地 面 上 に 限 られ る もの で,道 路 建 設 ・ ダ ム

建 設 等 を指 し,地 上工 事(Hochbau)は 作 業 が 地 上 高 く行 わ れ る もの で 建

築 物 を 指 す 。
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駄 で は あ るまい 。 第 廿六 表 に示 す 所 の建 設 業 の範 囲 は,第 廿五 表 のそ れ と若 干

異 ってお るの は,註38)で 言 及 した 如 く,第 廿 六 表 はr建 設 及 び 建 設 補 助 部 門』

(Bau-undBaunebengewerbe)を 対 象 と し,第 廿 五表 は 『建 設 ・建 設 仕 上 げ 及

び建 設 補 助部 門』(Bau-,Ausbau一 岨dBaunebengewerbe)を 対 象 と してお って,

ブ リキ細工 ・配線 等 の仕 上 げ 部 門が 加 ってす るた めで あ る。 このや うに異 った

分 類 を用 ひ た の は,後 者 の産 業 大 分 類 は 戦 後 始 め て 採 用 され た た め,戦 前 との

比 較 が 出来 な いた めで あ る。 第 廿 六表 に 於 て,1938年6月 の 同部 門 雇 用 は114

万8千 人 に及 んで お る。1938年 は,既 に ナ チ ス の建 設業 振 興 政 策 が 浸透 し,軍

事 産業 が 殆 ん ど フル に活 動 して ゐ た 年 で あ るか ら,1950年 以 降 の 雇用 が1938年

当 時 を遙 か に 上廻 って お る こ とを示 す 同表 の 統 計 数 字 は,戦 後 の建 設 活 動 全 体

の 絶対 量 は,ナ チ ス時 代 の建 設 活 動 を遙 か に凌 駕 して お る こ とを物 語 る もので

あ る。

第 廿 六表 『建 設 及 び建 設 補 助 部 門』 雇用 統 計

(単位1,000)

・938年6月25日1・ ・48・8

1950年6月30日1206.6

1951年6月30日ll297・9
1

・952年6月3・ 日1・339・ ・

・953年6月3・ 日t・496・r

註1.出 典 はStatistischesJahrbuch,1936.HauptergebnissederArbeits-und

Sozialstatistik1932und1953.及 びDiebeschaeftigtenArbeiter,Ange・

stelltenundBeamteninderB・republikDeutschland.1938u.1951.S.12.

註2。 上 述 の統 計 は"Bau-undBaunebengewerbe"(GrupPe.Nr.39)を 対 象 と

す る。

註3.1938年 統 計 は現 在 の西 ドイ ツの 地 域 の み を対 象 と して お る。

戦 後 に 於 け る 建 設 業 活 動 の 旺 盛 さ を 示 す 他 の 一 例 は,建 設 業 に 於 け る 『地 下

工 事 』(Tiefbau)道 路 建 設 ・鉄 道 敷 設 ・ ダ ム 建 設 ・運 河 開 発 等 の 作

業 量 が,総 延 労 働 時 間 数 に お い て,戦 前 ナ チ ス の 時 代 と,戦 後 と 殆 ん ど 等 し い

の に 拘 らず,戦 後 は 建 設 業 全 体 の 活 動 量 が 増 加 し た た め,こ の 『地 下 工 事 』 の

比 重 は 戦 前 よ り も 遙 か に 少 い こ と に 示 さ れ る で あ ら う。 即 ち1935年 よ り40年 の

6ケ 年 間,現 在 西 ド イ ツ の 地 域 に 於 て 自 動 車 専 門 道 路 の 建 設 に 費 さ れ た 時 間 数
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ほの

は,年 平均460百 万 時間であ るが,戦 後 に於 て 『地下 工事』 に費 され た総延労

働 時間数は1955年 に於ては510百 万時間 と,戦 前 を遙 かに越 えてお るのであ

る。勿論 『地下 工事』はそ の範囲が広 く雑多で あ るが,戦 後 も道路建 設が主要

な部分であ って,之 に依 って戦後の道 路建設が,ナ チス時代 以上 の ものであ る

と考 へ られ る。然 もかxる 道路建 設活動 は註46の 統計で 明 らかなや うに,全 建

設活動 の約20%を 占め るにす ぎず,住 宅建 築活動の45～50%に 比 して半分 以下

であ る。建 設業 の構造が 戦後は住宅建 築に重点がおかれ,戦 前重 きをな した道

路建設は,絶 対量 と しては戦前 と変 らないに して も,戦 後はその比 重が減 じた

こ とを示す ものであ る。試 みに戦前(1938年)現 在 の西 ドイ ツの地域に於て直

接 住宅建築に雇用 され た労働者 を推定 して見 ると,全 『建 設 ・建 設仕上げ及び

建設補助部 門」及 び 『建設材料産業部 門」 の雇用労 働者 合計 を総150万 と推計

し,そ の契が住宅建築に従事 してお るもの とすれば,戦 前の住宅建築 雇用労 働
の 　ラ

者 は約50万 程度 とな る。之 に依 って,戦 前 に比 して戦後は西 ドイ ツにおけ る住

宅建築 の雇用労働者は,数 に於て約50万,比 率に於て約倍に増 加 した と推定 さ

れ 得 る。 この50万 に相 当す る雇用増加を他 の産業 部門に見 ると,之 は戦後の
ほの

『商業及び交通部門」の5ケ 年 間の雇用増加に殆 ん ど等 しい。之 に依 って大量

の住宅建築 に基 く雇用量増 大が,他 産業 に比 して如 何に大 きな役割 を果 したか

が 明 らか とな る。

以上述べ た ことを約 言すれば次 の如 くな る。即 ち戦後西 ドイ ッの建設業 は全

体 として雇用の面か ら見 る限 り,そ の活動量に於て,戦 前 ナチ ス時代 のそれ を

遙か に凌 駕 してお り,自 動 車専用道路 等の地下工事 に於ては,ナ チ ス時代 の水

(47)``Bauwirtschaft",Hdsw.Lieferung14.S.691.

(48)1938年 の 『建 設 ・建 設 仕 上 げ及 び 建 設 補 助 部 『聞 の 雇 用 労 働 者 の推 計 は 次 に 依

った。(単 位1,000)

「建 設 ・建 設 補 助 部 門」1148.8

』ブ リキ細 工 ・配 線 配 管 工 事 部H『 』130。0

十 「建 設 材 料 産 業 部 門』220.0

合 計1498.8

推 計 の統 計 的 基礎iはDieBeschaftigtenArbeiter,Angestelltenu.Beamten.1938

u.1951.t(こ よ っナこ。

(49)1950年3月 の 「商 業 及 び 交 通 』 部 門 の雇 用 者 は約245万,1955年3月 に は302万

に 増 加 し,こ の5ケ 年 間 の 増 加 は57万 で あ る。(TaschenbuchftirdieWirtschaft,

1959Tab.9.)



1950年より55年迄の西 ドイツ勇働市場(吉 武)一 一105一

準 と同 じ く乃至それ 以上 の水準 を維持 してお る上に,更 に住宅建築 に於 ては,

1938年 当時 の活動 水 準の2.5倍 ～3倍 の 水準を 維持 して お る とい ふ ことであ

る。以上は単 に直接建設業 に従事す る雇用労 働老数を問題 に した にす ぎず,建

設活動 の増加 に伴ふ他産業 の雇用増加を度外視 してお るものであ って,こ れ ら

他 産業 の雇用増加 を もも し含めて考へ る とすれ ば,そ の全増 加は直接 建設業 に

雇用 され る労働者 の増 加の数倍 に も及ぶ と考へ られ る。

ここで避難民労 働力の建設業 におけ る雇用 について再 び触れ てお きた い。即

ち第廿二表で明 らかなや うに,1949年 当時すでに避難 民労働 力は原住民 よ りも

遙か に多い割 合で,建 築業,土 石 採取業 に雇用 されてゐたが,1950年 以降の建

設業 ブ ームに於 て これ らの引揚者労働 力は一層多 く,こ れ ら建設業並 びに建 設

関聯 産業 に雇用 された と思 はれ る。何故な ら1950年 以降,工 業諸州はすでに朝

鮮 ブームで労働 力不足が顕著 にな ってお った し,農 業諸 州に於て も,こ の建設

業 に進んで就業 しや うとす る労働 力は,こ の避難民労働 力以外 にはなか ったか

らであ る。か くて避難民労働 力の多 くの男子労働力は建設業 に,そ して婦人労

働 力の可成 りの部分が繊維 産業 に赴 いた と考へ られ る。

住宅設築は,西 ドイ ツの完全雇用 を実 現す るための一 つの大 きな柱 の役割 を

果 した。そ して住宅建築 の労働市場 におけ る役割は,単 に雇用増大 にあ るばか

りで な く,偏 在せ る労働 力の流動 を増大せ しめ ることに もあ った。朝鮮 ブーム

下,工 業諸 州に見 られ た労 働力不足 も,住 宅建築 の増加に伴 って労働 力が流入

す ることに ょ り,次 第に緩 和 して行 ったのであ る。

5.結 論

この論文 に於 け る一つの問ひは,西 ドイ ツ労働市場が1950年 迄 に約1000万 人

に も及ぶ大量 の引揚者 を抱へ込 みなが ら,し か も何 故に僅か5年 後の1955年 迄

に完全 雇用が達成 された のであ るか?に あ った。筆者は この間ひに対 して主 と

して労働 市場 の面か ら分析 を試みた訳であ るが,結 論 として挙げ得 る点を箇 条

書 にすれ ぽ次の如 くであ る。

第一 には住宅建築に依 る雇用増加が挙げ られ る。 この住宅建築は,朝 鮮 ブ ーム
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が西 ドイ ツ工業 に好況 をもた らし,労 働力雇用が旺盛にな る と,単 に社会政

策 的意義 のみでな く,労 働 力の流動性 を大 に し,大 量 に偏在せ る失業労働 力

を吸集 して工業地帯 の適正な職場 に雇用せ しめ ると云ふ,生 産 力増強 の経済

政策的意義が あ った 。勿論1950年 当初大量失業が西 ドイ ッにび まん してゐた

当時には雇用振興政策 としての意義 もあ ったが,次 第 に前者 の意義が 大に な

った。従 って,朝 鮮 ブ ームが西 ドイ ツに もた らした好況 の度合に比例 してそ

の需要す る労働 力 を供給す るため,住 宅建築 もそれ に応 じて急速 になされ ね

ばな らなか ったのであ る。か くて朝鮮 ブ ームは住宅建築 ブ ームを伴わね ばな

らなか った。1950年 か ら55年 迄の全工業部 門の雇用増加 の うち,3.5人 に1

人 は建設業 に雇用 され る程度に,建 設業 の雇用 は増大 した。そ の住宅建築 を

除 く他の建 設活動 は大凡 ナチスの戦時経済体制(1936-1940年)当 時 の水準

を維 持 したのであ るが,戦 後は更に之 に加ふ るに,ナ チ ス時代 の約3倍 に も

及ぶ住宅建築活動が見 られ る訳であ って,住 宅建築 を主 とす る建 設業 の雇用

は,西 ドイ ツの完全雇用 を促進 した一 つの大 きな柱 と云ひ得や う。

第二 には,引 揚 者労働 力及 婦人労働 力 に依 る大量 の 低賃金 労働 力の 提供 であ

る。引揚者労働 力は,原 住民 よ りも第一次産業従業者の比率が遙 かに多 く,

質的(技 術的)に は原住 民 よ りも高い とは云 はれ なか ったが,年 齢的には 原

住 民 よ り遙か に若か った。彼等は プ ロレタ リア的存在であ ったため に,強 烈

な労働意慾 を有 し,低 賃 銀産業 及び職種 に甘 ん じて雇用 された 。建築業 ・繊

維 産業 ・採石業 ・食品加工 ・楽 器 ・玩具工場等 々に於 てであ る。概 して云へ

ぽ引揚者 の男子労働 力は建 設業 に,そ の婦人労働 力は繊維産業 に多 く雇用 さ

れ る傾 向があ った。 引揚者 の一部は,引 揚 者企業 を設立 して,以 前 の技能 を

生か し得 たが,多 くは転職 を余 儀な くされ,不 熟練労働 力 とな ったのであ っ

て,こ の転業 に引揚者労働 力の低賃金 の根 拠を求 め るべ きであ ら う。

西 ドイ ツに於け る低賃金産業及 び職種 の労働 力給 源ぱ,1950年 当時,こ の引

揚 者労働 力のみでな く,婦 人労働 力に も求 め るべ きであ った。 第 十二表 で明

らかな如 く,1950年 当時に於て工業諸 州に於け る婦人雇用労働 力の激増 は驚

くべ き 程度であ って,Nordrhein-Westfalen少 卜1の如 きは 男子雇用 増加 にほ

父等 しい程度の婦人雇用が見 られた のであ る。1950年 当時西 ヨーロ ッパ諸 国



1950年 より55年迄の西 ドイッ労働市場(吉 武)-107一

は,朝 鮮 ブ ー ムに 基 く賃 上 げ とイ ン フレ傾 向が 顕 著 で あ ったが,西 ドイ ツに

於 い てか 鼠るイ ン フ レ傾 向が 微 弱 た り得 た の は,金 融 政 策 の成 功 に ょるの み

で な く,引 揚 者 労 働 力及 び婦 人 労 働 力の 低賃 金労 働 力が 大 量 に供 給 され,賃

上 げ 運 動 が微 弱で あ った こ とに基 くと云 って よい 。 ガ汰 る労 働 力 の大 量供 給

は,西 ドイ ツ全 体 の 賃 金 水 準 の 低下 を もた ら した ので あ って,1950年 よ り55

年 の間,西 ドイ ツ輸 出増 大が 著 しか った の は,低 賃 金 コス トの下 に 於 け る著

しい生 産 の上 昇 に負 ふ と云 へ る。1953年 当 時,西 ドイ ツは西 欧 諸 国 の中 で,

国 民 総 生 産 に 占め る個 人 消 費 の割 合が 最 も低 く,総 投 資 の 占め る割 合 が最 も
ゆの

高 い の で あ るが,こ の こ とは今 迄述 べ た こ とを 明 白 に裏 付 け る もの で あ る。

以 上 ㊧ こ とは,1950-55年 に 見 られ る西 ドイ ツ経 済 の著 しい成 長率 の 原 因 に

就 い て も,若 干 の暗 示 を与 へ る もの の や うに思 ふ 。 この時 期 の西 ドイ ツの著 し

い 成 長率 は,た しか にそ の 一 つ の 原 因 を著 しい人 口増 加 に求 め るべ きで あ り,

くらり

之は経済 の需給両面 に強 力に作用 したのであ るが,西 ドイ ツの場 合,そ れ は特

に住宅建 築に於 て特 別の意義 を有 してお った。即ち この増加せ る人 口を生産力

た らしめ るためには,朝 鮮 ブームを迎へ て,急 速 に労働 力の移動が必要 とな り

住宅問題 の解決 には いはぽ加速 度的な速 さが必要 とされ るに到 った と云ふ こと

であ る。一般 に この期 間の消費財産業(特 に繊維産業)は,低 賃 金に基 く国内

有 効需要 の不足 のため,し ぼ しば停滞 に見舞 はれ,操 短を余儀 な くされ た(19

50年 上半期,1952年 下半期 等)の に反 し,住 宅建 築は この期間 を通 じて一貫 し

て好況 に恵 まれ て来 たのは,一一つには住宅建築が生産 力増強のための一 大前提

であ ると云ふ性格 に基 く所が多 い と思 はれ る。か 玉る加速 度的な住宅建築が,

この期 間の西 ドイ ツ経済の成 長率 を特 に早 めた もの と云へ るであ ろ う。

1955年 を以て西 ドイ ツ労働市場 は一つの段 階を終 了 した。1956年 以降 は完全

雇用か ら労働 力不足の段階へ,そ して これ を克服す るための技術革新 ・労 働経

済 の合理化が主要 な問題 とな りつつあ る。 しか しなが ら1950年 よ り55年 迄に見

られた傾 向,即 ち婦人雇用の増加,農 村労働 力の減少 ・建設業 雇用の振 興等は

1956年 以降 も,異 った与 件の下 で進行す るであ らうと考 へ られ る。労働 力不足

(50)鬼 丸豊隆 「ドイ ツ経済 の二っの奇蹟 』313頁

(51)安 田信一 「経済 成長 ・発展 と産 業構 造』昭和32年,256～257頁 参照
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下 の 西 ドイ ツ労 働 市場 は如 何 な る変 容 を遂 げ るか は,西 ヨ ー ロ ッパ諸 国共 通 の

問 題 と して興 味 深 い が,之 は 他 日の 論 稿 に期 した い と思 ふ 。

(1960年9月4日)

ZUSAMMENFASSSUNG

"West -deutscherArbeitsmarkt1950-1955"

DashoheWirtschaftswachstumWest-DeutschlandsindenJahren1950

-55ist
,vo旦demArbeitsmarktausgesehe11,durchdiefolgenden3

Fakto■enermoeglichtworden.・

1.ZunehmendeFごauen・Beschaeftigung.

2.Fluechtli旦gs・Beschaeftigu119.

3.Zu夏ehmendeAごbeitinderWohnungslauwirtschaft .

DieAエbeitsm∂ エktlagevo111945bis50waごdurchdas∫egionale

NebeneinandeエvollArbeitsmangelulldArbeitslosigkeitdurchdie

ImmobilitaetdeエA∫beitskraeftegekemlzeichllet.Diesgaltbeso且deエs

fuerwestdeutscheLandesteile,indenendieBevoelkerungaussero=den.

tlichungleichvesteiltwaエ.DieAufgabedeτSanieτungdiesesAエbeits-

marktes,welcheseitde。rWaehエungsreform1948allrdaehlichFo-rtschエitte

gemachthatte,gewalmAnfang1950groessereBedeutungalsvoエheエ,

weileine.r.seitsdeエA.rbeitsm.angelinde且Industrie-GebietenwieNoエdエhein・

We飢fahenundWuertem.berg-Badenseit1950grossgenuggeworden

wax,umdieProduktivitaet-eエhoehu職gindiesenLaendemhemmenzu

koennen,ande∫eエseitsdaueコedieMasse耳 ・Arbeitslosigkeitschonlange

indenAgコarlaendemwieSchleswig-Holstein,Niede∫sachsenund

Bayem,wo6-7MillionenHeinユat-VertriebeneundOst-zone-FluechtliRge

nachdemZusammenbruch1945ihエeersteZufluchtgefundenhatten .

Hie∫du∫chwuエdedieLeistungsfaehigkeitderdoごtigenArbeitskraefte
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gefaehrdet.DaguenstigeBedingungenfuerwinschaftlicheEntwicklung

West・Deutschlands,wiez.B.einebeachtlicheAuslandhilfe,dieauf-

steigendeWelt-KonjunkturunddasallmaehlicheHineinwachseninde耳

weltwirtschaftlichenZusammenhang,schonimJahre1950vgrbereitet

waren,musstedieseAufgabevondemArbeitsmarktsoschnellwie

moeglichgeloestwerden・DieobengenamPten3FaktoエenwaエenEエsche・

inungen,diebeideエLoesungdeエAufgabeaufgetauchtwaren,undes

istbegエeiflich,dassdashoheWirtschaftswachstumwaehrend1950-55

mitderLoesungdieserAufgabezusarnrnenhaengt.Aberinwelch(躍

Beziehu㎎?Naemlichin2Beziehungen.

1.DasAngebotderbilligenMassenarbeitskraefte.

DlesgiltvondenFxauen・u皿dFluechtlinge・Arbeitskraeften.Diem」it

denユKoエea-boonユschnellgewachseneNach丘agenachA2tbeitskraeften

indenIndustrie・LaelldemkonntenuエwegendesMangelsanMaen-

nerarbeitskraeftenduエchFエauena∫beitskエaeftebesondersdieje皿igen,

diebisheエimHaushaltbeschaeftigtgewesenwaren.eエfuelltweエde血.

DieseTendenzwarvorzueglichinNor(赴hein・Westfaleロbemerkbar

Z.B.dieZunahmederFrauen・ArbeitwaehrendSept.1948bisMaerz

1951indiesemLand(257000)waxungefaehrsogエosswiedieder

Maenner-Aエbeit(296000).DiesesMassen・AngebotdeエAエbeitSkエaefte

von、Fエauen,diesichmitniedエigenLoehnellbegnuegten,trugzuτ

UeberwindungdesArbeitsmangelsindenIndustrie・LaelldemuIldzur

StabilisierungdesLohlln.iveausindiesergute且Konjunktu叩eriodenbei.

DasAlterdeエFluechtlingwarimDurchschnittniedrigeralsdasjenige

dereinheimischenBevoelkerung,ullddeshalbwaエendaエinmehxjunge

Aエbeitskraeftezufinden.DadieFluechtlingesichvorihrerFlucht

mehrmitAgrarwirtschaftbeschaeftigthattenalsdieeinheimische

Bevoelkerung,m.usstenvielevonjeneninWest・Deutschlandihren

BerufaendernundalsungelemteArbeiterindieIndustCieeintreten.
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DeswegellnahmensieueberwiegendStellella且,diewen」igeslohnend

warenundvondereinheimischenBevoelkerunggemiedenwurden.

2.ZunehmendeArbeitinderWohnu血gsbauwiτtschaft.

Anfang1950warrascheエFortsch∫ittimWohnungsbaudringend

notwendig,weildurchihnandenen{sprechendenStellennichtnur

einesofo距geBeschaefdgung,fuerArbeitslosesondernauchdieMassen.

umsiedlungermoeglichtwurde,diezurBeseitigungdesArbeitskraefte-

mangelsindenIndustrielaendernunentbehrlichwar.DerWohnungsbau

hattedeshalbnichtnursozialpolitischesondernauchwirtschaftspolit.

ischeBedeutungundmusstedestoschnellergefoerdertwerden,je

mehrArbeitskraeftediezunehmendeWirtschafts-Aktivitaetinden

Industde・Laendembenoetigte.ImJahresdurchschnittwurdenzwischen

1950bis55ungefaehr550000Einheitengebaut;eineLeistung,die

derjenigenvon1945bis49(500000Einheiten)gleichkommt.Indiese

Jah-rgaengefaeUtungefaehエdieHaelftedergesamtellBauleistung,

gemessenanden'aufgewendetenArbeitsstunden,aufdemWohnungs・

bau.DieZunhmedeエArbeiterzahlindergesamtenBauwirtschaft

(naemlichinderWiエtschaft-Abteilung"Bau-,Ausbau-undBauhilfs.

gewerbe"einschliesslichderWirtschaftsgruppe``Baustoffgewerbe")

zwischenSept.1949undSept.1955わetraegt850000(1430000

Sept.1949zu2270000Sept.1955).Diesentsp∫ichteinemFuenftel

derwaehエendderselbenPeriodeangewa¢hsenenZahlderinder

gesamtenWirtschafts-AbteilungbeschaeftigtenArbeiterod.zwei

FuenftelndeエwaehrendderselbenPeriodeangewachsenenZahlder

inderWirtschafts-Abteilung"lndustrieundHandwedk"beschaeftigten

Arbeiter.UngefaehrdieHaelftedieserZunahme,od.400000bis

450000・beschaefigtenArbeitermuessenaufdemWohnungsbau

z岨ueckgefuehrtwerden.DiesevergroesserteWohnungbauleistung

瓜ussdeshalbalseilleUrsacheangesehenwerden,diedasErreichen

derVollbeschaeftigullgbeschleunigthat.
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AlsFaktoren,diedashoheWirtschaftwachstumwaehrend1950-1955

moeglichmachten,koen11temanzwarauchexogeneElementewie

guenstigeLagedesAussenhandelsundBevoelkerungzunahmeanfuehren.

GleichzeitigabermuesstendochdieendogenenElementewiemassenhafte

Angebote(1e-rbilligenAτbeitskτaefte,derFrauen-undFluechtlings-

arbeitskraefteunddiee。rhoehteWohnungsbauleistungmitinBetracht

gezogenwe-rden.

幽
」

陰




